
審査請求人

町田市政を考える会・草の根

小林　美知　様

１７町総市査第５号の３

２０１８年３月１３日

町田市行政不服審査会

　会長　　野　村　武

答申書の写しについて（送付）

　あなたが２０１７年２月２０目付け審査請求書で町田市議会あてに提起した公文書不存

在決定処分に対する審査請求について、当審査会に町田市議会から諮問（２０１７年度第

５号事件）があり、審査した結果、別紙のとおり答申いたしましたので、参考としてその

写しを送付いたします。

　なお、審査請求に対する裁決は、町田市議会がこの答申をもとに検討し、別途行うこと

になりますので申し添えます。

問い合わせ先（審査会事務局）

総務部市政情報牒

電話０４２－７２４－８４０７

担当　河手、大久保、椎野



　　　　　ダ　　　　　　　づ　　　　町田市行政不服審査会

　　　　　　　　　　　　　　　　２０１７年度第５号事件

(審査請求人　町田市政を考える会・草の根‥小林　美知)

答　　申

町田市議会議長　若林　章喜　様

２０１８年３月１３目

町田市行政不服審査会

会　長　　野　村　武

　２０．１７年５月２日付け１７町市議第５７号（２ ０１７年度第５号事件）で

なされｰた諮問にっいて、以下のとおり答申いたします。

第１　審査会の結論　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　づ

　　審査請求人町田市政を考える会・草の根　小林　美知が、２０ １７年１月

　２５１ﾖ付けで処分庁町田市議会に対して行った公文書公開請求に対して、処

　分庁が２０１７年2 jl 1 日付げ１６町市･議第５ ７８号の２をもっ･て行った

　公文書不存在決定処分は、取り消されるべきである。

第２　審査請求の趣旨

　　審査請求人は、処分庁が２０１７年２月1.日付け１６町市議第５７８号

　の２をもって行った公文書不存在決定処分（以下「本件処分」という｡）を

　取り消すとの裁決を求めた。

第３

　１

　本件事案の経緯　。’

　審査請求人は、町田市情報公開条例（以下「本件条例」という｡）第６

条の規定により、２０１７年･1月２５日付け「公文書公開請求書」｡で、

処分庁に対し、「２０１２年、２０１３年、２ ０１４年、２０１５年度の

町田市議会政務活動費の各会派の会計帳簿（書類一式）」を対象とする公

文書公開請求を行った。

　　　　　　　　　　　　　　　　１



２／処分庁は、審査=請求人に対七で、２ ０ １ ７年2=.月１日付け１６町市議第

∧57自号の２「公文書不存在決定通知書」により本件処分を行った．処分

　の内容どしでは､‥「２ ０ １ ２年､≒２０１３年、20▽14年、２ ０ １ ５ 年度

　の町田市議会政務活動費の各会派の会計帳簿（書類一式）」を存在しない

くとして、不存在の理由とともに決定した.‥　　　　　　　、　　　　犬

３　審査請求人はj審査庁町田市議会に対して、本件処分を不服としで２０

　１７年２月２０日付け「審査請求書」により本件審査請求を行った．

４　処分庁は、２０ １ ７年へ3月２２日付け1 6‥町市議第６一7 7号 「･弁明書」

　により弁明した.．

吝＼これに対し､≒審査請求人は、審査庁に対して、２０ １ ７年４月１７日付

二け▽「反一輪書」づ･を提出した■　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　．　　　　　　　●

６………審査佇は、本件条例第１０条第２項の規定に基づき、２０１７年５月２

　日･付け回↓7ご町市議第５７号「審査請求にっいて（諮問）」にﾊﾟより、本件審

　査請求について当審査会に諮問した．－　　　　　＿　　　　　上

７　審査会は、次のとおり調査審議を行った．　　　　　　　　　　　＜

　　２ ０ １ ７年６月･26日　審議．

　　２ ０ １ ７年･7月………31日　審議　　　　　　‥‥‥‥‥　‥‥‥

　　２･ ０ １ ７ 年８Ｊ ８ 日　処分庁に対する事情聴取‥　　．･．．．･　　　　　　．･

　　２ ０ １ １７年配月T2 6 日　審査請求人による９頭意見陳述　犬　　_．

　　２０１７年９月１２日　審議　　　　　　　　　　　　　　　　づ

　　２０１７年１０月３１日　審議

　　２０１７年１２月１日　審議　　　　　　　　　　　　　犬　　　　‥

　　２０ １ ７年１２月１５日　審議

　　２０１８年１月２６日　審議

　　２０１８年２月２２日　審議

第４

　１

審査請求人と処分庁の主張　　　　　　　　　　　　　　　　犬

処分庁による不存在決定の理由‥　…………､………………………万｡､｡‥　　‥‥

処分庁は、本件に係る公文書不存在決定通知書においで、

　町田市議会政務活動費の交付に関する条例施行規則（以下「政務活動

費交付規則」という。）第１１条（平成２ ８年 （２０１６く年）規則改正

により、第１０条に繰り上げ）では、会派の代表者は会計帳簿を備える

　　　　　　　　　　　　　　２



こと、とは規定されているが、議長への提出義務については、規定され

ていない。

　よって、実施機関である町田市議会では、請求された公文書を保有し

ていない。

　として、不存在と決定している。

２　審査請求人の主張

叙

　　審査請求書によると、審査請求の趣旨及び理由としては、概ね次のとお

　りであった。

　・　公文書不存在決定通知書では、政務活動費交付規則第１１条を不存在

　　の理由としているが、同条にいう「備える」には、いつでもそれを開示

　　することに対応すること、を当然含んでいる。したがって、議長への提

　　出義務を規定していないことが開示しな､い理由にはならない。、

　・　情報公開請求が議長に対して出されたならば、当然、議長は各会派に

　　提出を命じなければならない。したがって、不存在決定は不当である。

３　処分庁の弁明　　　　　＼

　　弁明書の内容としては、次のように要約できる。

　①　本件条例第２条第２号では、公文書を「実施機関の職員が職務上作成

　　し、又は取得したもので、情報が記録ざれた文書、図画、写真、フィル

　　ム､磁気テープ､磁気又は光ディスクぞの他これに類するものであって、

　　当該実施機関の職員が組織的に用いるものとして､当該実施機関が保有

　　しているものをいう｡」と定義している。

　②　町田市議会政務活動費の交付に関する条例（以下「政務活動費交付条

　　例」という｡）第７条では、「政務活動費の交付を受けた会派の経理責任

　　者は、政務活動費の収入及び支出の報告書を作成し、当該政務活動費に

　　係る領収書等を添えて議長に提出しなければならない｡」と｡収支報告

　　書の提出について規定しているのみで、それ以外の書類の提出について

　　は規定していない。また、公文書不存在決定通一知書で示したが、政務活

　　動費交付規則第１１条（現在では第１０条）にあるとおり、各会派の代

　　表者が会計帳簿を保管しでおり、実施機関である町田市議会には存在し

　　ていない。

　③　会派の性格としては、

　　・　法的制度では組織上議会そのものに属しておらず。
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　　・　議会内で議会活動に参画するため便宜上議員によって結成された、

　　　議会内における政策集団、交渉団体的な性格を持つもの

ニであり、実施機関としての議会に会派は含まれない。また、会派の活動

　　に議長の指揮命令は及ばない。

　④　よって、実施機関に会派が含まれないことから、請求大の「会計帳簿

　　を備える、には、開示することに対応することも含まれている」との主

　　張は失当である。　　　　７　　　　　　　　　　　　　　　　　づ

　⑤　さらに、実施機関に会派が含まれず、議長の指揮命令が会派に及ばな

　　いことから、請求人め「議長は各会派に提ﾚ出を命じなければならない」

　　との主張も失当である。

４　審査請求人の反論レ

　　審査請求人の反論としては、概ね次のとおりであった。

　①　処分庁は、（３②において）政務活動費交付規則第４１条を根拠に不

　　存在である、としている。しかし、市議会自らが制定した当該規則を根

　　拠としてその行為を正当化することは､’客観的、合理的説明として成立

　　しないことが明らかである。　　　　ダ　　レ　　　　犬

　②　議長ぱ､議会活動全体に代表者として責任を･負っており､j欧務活動費

　　を含む予算の執行についても同様である。また、（処分庁は、（３③にお

　　士いて）実施機関としての議会に会派は含まれないと､しているが､）政務

　　・活動費が取りづ上げられた最高裁判所（平成２０年（行ヒ）第３８ ６号）

　　判決では、会派を「議会ないしこれを構成する議員又は会派（以下、併

せて「童員等」という。）」と定義づけ、会派と議会は同一の構成員であ

　　る、としている。　　　　・　㎜　　　　　　　　　　　　　。●　　　　　　　　　　　　。　　　　　・

　③犬F会･計帳簿を備えるぐ」の倉義について、処分庁は弁=明づしてい､ない。し

　　ごかし、仮に、議長｡ぺの提仕Fを想定せず√ざ｡らに会計帳簿を腸万示1ﾝないと

　　なれば、会計帳簿の内･容を誰も確認できず、会計帳簿を５年間保存する

　　との政務活動費交付規則第１１条の規定は､無意味であると言わざるを

　　得ない。　■　　■　■　　㎜　■　　　　　　　　　　■　　　　　　　　　　　　　　　　　㎜　　　　　　㎜　　■

　④　政務活動費の会計帳簿に関して、最高裁判所（平成２６年（行フ）第

　　３号）判決では、「・・・会計帳簿は、領収書その他の証拠書類を原始

　　的な資料とし、これらの資料から、明らかとなる情報が一覧し得る状態

　　で整理されたものであるといえる・・・。・・・会計帳簿・・・は、外

　　　　　　　　　　　　　　　　４



　部の者に開示することが予定されていない文書であるとは認められな

　いというべきである｡」と明確に述べている。　　　　　犬

⑤　会計帳簿と呼ぶかは別として､･･世田谷区議会、立川市議会､＼三鷹市議

　会、品川区議会では、すべて日付ごとに明細を記録したものとなってい

　る。これらでは、会計帳簿（あるいは支出明細書）の曾号と領収書の番

　号を一致させ、証拠能力を持たせている。

⑥　市民は、領収書と会計帳簿（あるいは支出明細書）がリンクして「情

　報が一覧し得る状態で整理されたもの」となって、初めて政務活動費の

　使途の公正性が監視できる。

第５　審査会の判断

、１　本件請求対象文書について

　　（１）本件請求対象乙文書の存否について

　　　　本件請求･対象文書ぼ、２０１２１～２０１づ5年度の町田市議会政務活動

　　ご費の各会派の会計帳簿である。本件請求対象文書は、政務活動費交付規

　　則第１０条（旧第↑ｉ条）により、各会派の代表者が５年間保存するこ

　　　とを義務付けられているものであるので、町田市議会各会派において存

　　　在するものめ、実施機関である議会として保有しておらず、公文書に該

　　　当せず不存在とされたものである。　　一一　　　　　∧

　　（２）本件条例第２条第２号について

　　　　本件条例第２条第２号は、請求対象となる公文書を「実施機関の職員

　　‥が職務上作成七、又は取得したもので√情報が記録された文書（略）で

　　　あって、当該実施権関の職員が組織的に用いるものとして、当該実施機

　　　関が保有しでいるものをいう」と定めている。実施機関の職員には、「市

　　　長、各行政委員会の委員、監査委員及び議員のほか、実施機関の職務上

　　の指揮監督権限に服するすべての職員」（２ ･０１１年３月町田市総務部

　　　編「情報公開ハンドブック」）が含まれ､「『職務上作成し､取得したもの』

　　　とは、職員が職務の遂行者として公的立場において作成、又は取得した

　　　という趣旨」（同）と｡‘されている。この文書のうち、「当該実施機関の組

　　　織において業務上必要なものとして、利用可能な状態で、保管又は保存

　　　されているもの」（同）を、「実施機関が組織的に用いるものとして、実

　　　施機関が保有しているもの」としている。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　５



　　　本件請求対象文書についてみると､｡市議会各会派の会計帳簿｡は、実施

　　機関の職員である議員が、議員という公的な立場において作成したもの

　　である。しかしながら、会計帳簿は市議会議長に提出すること＼が義務付

　：けられておらず√会派において保存を･義務付けられていること、会派は

　十実施機関に含まれないことから、実施機関はジ実施機関が組織的に用い

　　るものとして、実施機関が保有しているもjの」ではないとして、本件不

　　存在決定を行っている。そこや、本件請求対象文書が「実施機関が組織

　＼的に用いるものとして、実施機関が保有しているもの」であるかを、以

　下、検討する。　　　　　　　　　　　　づ

２　政務活動費について　　づ

　（１）政務調査費から政務活動費への変更の背景について

　　　２０１２年の地方自治法改正により･政務調査費からの名称変更とと

　　もに、その使途に関する規定を改正して攻務回活動費となぅた6旧地方自

　治法は｡政務調査費の交付目的について、調査研究活動と’のみ明示して

　いたが、これに対して議会機能の充実強化等のため･、幅広い･議員･活動・

　　会派活動にもﾉ使えるものとするよう、地方自治法改正を要請していたの

　が√議会三団体である。

　　　全国都道府県議長会は、２０１犬O年１月２１日の「議会機能の充実強

　　化を求める緊急要請」において、「議員の責務を果たすにふさわしい活動

　　基盤を透明性を確保した上で強化することが喫こ緊の課題」として4「議会

……舞撒の商家強化及び地方議会議員｡の責務の周一確ｨﾋﾞ吽伴.yヽ、議員ヌ鴎会諏
　が住民意思を踏まえた活動を展開する上で必要な制度として、現在法文

づ上調査研究活動に特化されてい､る政務ヽ調査費制･度を見直し、政策立案、

　　議員活動の説明等を加え、幅広い議員活動又は会派活動に充てることが

　………でき=∇ることを明確にするよう法律改正を行うこと」を求め｡た｡6

　　　その上でさ･らに２０１２年４月５日には、全国都道府県議=会議長会、

　全国市議会議長会及び全国町村議会議長会の議会三団体連名でご行った

　　「地方自治法改正案の審議促進・早期成立について（要請）」で、「これ

　　まで議会三団体が要請してきた地方議会議員の位置付けの明確化及び

　　政務調査費等活動基盤の充実を始め、更なる議会機能の強化についても

　併せて実現」することを求めた。こうした要請を踏まえて行われたのが、

　　政務活動費に関す･る地方自治法の改正である。

　　　　　　　　　　　　　　　　６



　　このような経緯を踏まえるならば、議会機能の充実強化のための議員

　活動基盤の強化は透明性の確保が前提とされていたと認められ、地方自

　治法の改正に先立ち、議会三団体においても十分に認識されていたと解

　することができる。政務活動費が調査研究活動のみならず、議員活動又

　は会派活動に使えるようにすることは、議員ないし会派の裁量的判断に

　よる支出を可能にする趣旨であることから、その透明性の確保は議会、

　議員及び会派の信頼性を確保する上で不可欠であることもまた、認識さ

　れていたというべきであろう。レ

（２）地方自治法の改正にづいて　　　　　　　　　　‥‥‥　‥　　‥

　　２０１２年め地方自治法の改正により、政務活動費は調査研究に加え

　てその他の活動にも使用できるものとされ、議会における会派又は議員

　に対して交付することができ､=具体的な交付対象や額、交付方法、使用

　でき宍る経費の範囲は条例で定めることが義務付けられた（第１ ００条第

　－１４項）ﾚ｡ﾚまﾚだ･i=その収支については、交付を受けた会派又は誰員が条例

　/の定め･る･ところyにより、報告書を､議長に提出する（同上第１ ５項） もの

　とされた。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　づ

　　さちに議長に対し、「政務活動費については、その使途の透明性の確保

　に努めるものとする」（第ｉ ＯＯ条第１ ６項）ことを求め、改正法施行に

　際して留意事項として、特に「本改正の趣旨を踏まえ、政務活動費を充

　てることができる経費の範囲を条例で定める際には住民の理解が十分

　得られるよう配慮ずるとともに、政務活動費の使途の適正性を確保する

一一　ためにその透明性を高めることﾚなどにより･、適切に運用されたいこと」

　　（総務大臣「地方自治法の一部を改正する法律の公布及び施行につ･いて

　　（通知）」　２０１２年９月５日▽総行行第11ﾆ8号4総一行市第１ ３４

　号）とされた。　　　　　　　　　‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥‥

　　前項で述べた地方自治･法の改正経緯並びに地方自治法第１００条第

　　１６項を踏まえると､一政務活動費の経費として使える範囲を各籐会にお

　　ける条例制定に委ねることで、議会が自律的に住民理解を獲得し、適正

　　支出確保のための透明性を担保した条例を制一定することを期待してい

　　たと解すべきものである。

（３）政務活動費交付条例について

　　地方自治法の改正を受けて、政務活動費交付条例が２０１２年１ ２月
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　に改正さ､れた。そこでは､｡交付対象は町田市議会における会派（所属議

　　員が１人の場合を含む）と定め（第21条）4経費に充てられ･る範囲を「会

　派が行う調査研究、研修、広報、広聴、各種会議への参加等市政の課題

犬及び市民の意思を把握し、市政に反映させる活動その他住民福祉の増進

　を凶るために必婆攻紐匍J」とした（痢５条）ことが認めちれる√童た、

　会派は経理責任者を置くこと（第６条）、支出報告書は領収書等を添えて

　議長に提出すること（第７条１項）とし、政務活動費交付規則第１０条

　で、会派の代表に収支の帳簿を備え、５年間の保存を義務付けている。

　　　政務活動費交付条例は、政務活動費を充てることのできる経費の範囲

　　め考え方として、「市政の課題及び市民の意思を把握し、市政に反映させ

　　る活動その他住民福祉の増進を図るために必要な活動」であることを示

　　し、その例示として調査研究･等を掲げる規定となっている（第５条。な

　　お、２０１５年の条例改正で使途基準が別表で示され、経費に充てられ

　　る範囲がより具体化されている｡）。したがって、政務活動費は幅広い会

　　派ないし会派に属する議員の政治活動の中でも、議会における活動に関

　　連する範囲に限られていると解することができる。

　　　また、議長に提出する収支報告書に領収書等の添付を義務付けている

　　ことから、年間の収支報､告ではなくそめ根拠となる各支出の明細を示す

　　証拠書類の提出により、収支報告書を根拠づけることもまた求めている

　　と解される。したが･ぅて、いつ√何に√どの曾於で、いくら使づたのか

　どいう政務活動費の使途の･証明を洛､会厭に義務付け、これをも‥って地方

　自治法が要請し、かつ議会機能強化の前提である透明性の確保を図った

　というべきである。　コ　　　　　　　。。

３　本件請求対象文書･の公文書該当性について　　　　　　　　‥

（１）政務活動費に対する実施機関の関与について。

・　　以上のような地方自治法｡政務活動費交付条例及び政務活動費の趣旨

　を踏まえて、本件請求対象文書の公文書該当性につりて検討する。

　　確かに、本件条例第２条第２項は、請求対象となる公､文書の要件とし

　　てﾚ「当該実施｡機関｡の職員が組織的に用いるもりとして｡√当該寥廓機関が

　　保有しているものをいう」と定めている。議会における政務活動費の交

　　付先である会派は、議会内で議員により構成されている自主的な政治・

　　政策グループを指し、議会活動において重要な役割を担っているものの。
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　実施機関と同義ではない。一般的な議会活動においては、各会派の活動

　は議会という実施機関の指揮監督下にあるものではなく、自律的に活動

　するものであるが、一方で会派は政務活動費の交付を受けるものとして、

　政務活動費交付条例及びその背景にある地方自治法の立法趣旨の限り

　において、実施機関の一定の管理下に置かれていると解すべぎである。

　　それは２で述べたとおり、地方自治法は議会機能強化のため政務活動

　費の使途を条例で制定した範囲とする一方で、透明性の確保を特に求め

　ているが、議員や会派に対してではなく議長に対してそれを要請してい

　ること、また、政務活動費交付条例が収支報告書には証拠書類である領

　収書の添付を求め、年間の収支報告だけでなく、具体的な使途を議長に

　提出することを義務付けていることから明らかである。 この議長とは、

　すなわち実施機関としての議会の長であり、実施機関としてそのような

　対応が求められているのである。

　　したがって、政務活動費に関しては、経費としての使途は会派の自律

　的判断に委ねられているものの、収支の報告に関しては実施機関の管理

　下に置かれているということができる。

（２）本件請求対象文書は公文書と一体のものであること　　　へ

　　政務活動費交付条例は、確かに収支報告書と領収書の添付のみ議長に

　提出することを求めているものの、本件請求対象文書である会計帳簿の

　提出を義務付けていない。しかしその一方で、政務活動費交付規則が会

　派の代表者に帳簿を備えつけ５年間の保存を義務付けていることは、政

　務活動費の透明性と適正支出の確保という観点から相応の必要性と意

　味があるというべきである。

　　かかる観点からすれば、そもそも本件請求対象文書は、すでに議長に

　対して提出されている収支報告書の添付資料である領収書の内容をそ

　のまま反映しているものにほかならない。収支報告書における収支が、

　添付されている領収書を積算した結果と合致しないなどの能爺が生じ

　た場合、通常は領収書を転記した本件請求対象文書を基に収支報告書は

　作成されているはずであるから、領収書と照合して収支報告書の内容を

　精査するため、本件請求対象文書は必要不可欠な公文書と一体をなす文

　書にほかならない。政務活動費交付条例及び地方自治法の趣旨を踏まえ

　るならば、収支報告書及び領収書と一体となって、はじめて全体を通し

　　　　　　　　　ニ　　　　　　　９



て政務活動費の透明性と適正性が確保され、実施機関としての説明責任

　が全うされるものと言える。　犬　　　　　　　　　レ　　　　犬

（３）づ本件請求対象文書は公文書に該･当すること

　犬以上のごとがらｰ､‥1本件請求対象文書は､･……政’務’活･動費交付規則で会派の

……代表者が備え、保存するとされてぅお∇り､ﾕ会派が物理的には保存している

　犬実態にあると認められるが、自ﾚ由に廃棄するなどの会派の所有物として

　　の自一律的な取扱いが認められているものではない。政務活動費交付条例

　　等において、実施機関が業務上必要なものとして、また、必要な時に利

　　用可能なものとして、本件請求対象文書の保存を会派の代表者に義務付

　　けているものと解するごとができる。そのため、本件請求対象文書に対

　　する情報公開請求があった場合は、会派より提出を受けるべきものであ

　　る。

　　　したがって、本件請求対象文書は以上のような意味において実施機関

　　としての支配が法的に及んでいるものであり、「実施機関が組織的に用

　　いるものとして、実施機関が保有しているもの」として本件条例第２条

　　第２項の定める公文書に該当するというべぎである。　　ニ

４　結論　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　レ

　　以上のとおりであるから、「第１　審査会の結論」のとおり答申する。
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